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賃
金
上
昇
で
保
険
料
収
入
が
増
加

　
リ
ゾ
ー
ト
ト
ラ
ス
ト
健
康
保
険
組
合
の
令
和
８
年
度
の
予
算
案
が
、
去
る
2
月
17
日
開
催
の
第
23
回

組
合
会
に
お
い
て
可
決
・
承
認
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

当
健
保
組
合
の
令
和
８
年
度
予
算
総
額
は
53
億
9
、

2
1
1
万
9
千
円
と
な
り
、
経
常
収
支
で
は
3
億
2
、

0
0
8
万
4
千
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
入
の
柱
と
な
る
保
険
料
収
入
は
、
賃
金
上
昇
に
伴
う

平
均
標
準
報
酬
月
額
の
増
加
に
よ
り
、
前
年
度
予
算
比
5

億
4
、
0
8
3
万
増
の
52
億
8
、
2
3
7
万
3
千
円
と
な

り
ま
し
た
。

　

支
出
面
で
は
、
高
水
準
で
推
移
し
て
い
る
保
険
給
付

費
は
、
前
年
度
予
算
比
3
億
3
、
7
6
1
万
4
千
円
増
の

26
億
9
、
5
4
9
万
6
千
円
を
計
上
し
ま
し
た
。
高
齢
者

医
療
へ
の
納
付
金
は
、
後
期
高
齢
者
の
医
療
費
の
伸
び
を

受
け
、
前
年
度
予
算
比
1
億
9
、
9
0
8
万
円
増
の
19
億

9
、
8
6
0
万
円
と
し
ま
し
た
。

　

本
年
度
予
算
で
は
黒
字
を
確
保
で
き
る
見
通
し
で
す

が
、
高
齢
者
人
口
の
増
加
に
よ
り
高
齢
者
医
療
へ
の
納
付

金
は
中
長
期
的
に
負
担
増
が
見
込
ま
れ
、
健
保
財
政
は
予

断
を
許
さ
な
い
状
況
で
す
。

　

高
齢
化
や
医
療
の
高
度
化
、
高
額
薬
剤
の
普
及
に
よ

り
、
医
療
費
は
増
加
の
一
途
を
た
ど
っ
て
い
ま
す
。
一
方

で
、
少
子
化
の
影
響
に
よ
り
社
会
保
障
の
負
担
は
現
役
世

代
に
偏
っ
て
お
り
、
制
度
の
持
続
可
能
性
が
課
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
状
況
を
受
け
、
さ
ま
ざ
ま
な
医
療

制
度
改
革
が
議
論
さ
れ
て
い
ま
す
。
主
な
改
革
項
目
は
、

高
額
療
養
費
制
度
の
自
己
負
担
限
度
額
の
引
き
上
げ
や
、

Ｏ
Ｔ
Ｃ
類
似
薬
を
処
方
さ
れ
た
場
合
の
患
者
負
担
の
導
入

な
ど
で
す
。
し
か
し
、
衆
議
院
の
解
散
、
総
選
挙
の
影
響

で
改
革
法
案
等
の
成
立
が
不
透
明
と
な
っ
て
お
り
、
本
格

的
な
推
進
に
は
時
間
を
要
す
る
見
通
し
で
す
。

　

本
年
度
か
ら
は
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
金
制
度
が

開
始
さ
れ
ま
す
。
こ
の
制
度
は
、
児
童
手
当
の
拡
充
や
妊

婦
・
育
児
支
援
な
ど
の
財
源
を
全
世
代
で
負
担
し
合
い
、

子
育
て
世
帯
を
支
え
る
仕
組
み
で
す
。
支
援
金
は
保
険
料

⚫予　算　総　額　53億 9,211万円
⚫経常収支差引額　　3億2,008万円

⚫被保険者数10,715人
⚫平均年齢　　38.99歳
⚫平均標準報酬月額　361,718円
⚫健康保険料率（調整保険料率を含む）　97.960／1,000

⚫介護保険料率　17.850／1,000

⚫子ども・子育て支援金率　2.3／ 1,000

収入支出予算額

予算編成の基礎となった数字

と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
、
健
康
保
険
組
合
が
国
に
代
わ
っ

て
徴
収
・
納
付
す
る
役
割
を
担
い
ま
す
。
た
だ
し
、
こ
の

支
援
金
は
健
康
保
険
組
合
の
保
険
給
付
や
保
健
事
業
に

は
充
当
さ
れ
ま
せ
ん
。
ご
理
解
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

当
健
保
組
合
で
は
、
本
年
度
も
加
入
者
の
皆
さ
ま
の
健

康
保
持
・
増
進
に
つ
な
が
る
効
果
的
・
効
率
的
な
保
健
事

業
を
実
施
し
て
ま
い
り
ま
す
。
皆
さ
ま
に
お
か
れ
ま
し
て

は
、
当
健
保
組
合
の
保
健
事
業
を
積
極
的
に
ご
活
用
い
た

だ
き
、
健
康
管
理
に
努
め
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
ジ
ェ

ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の
利
用
や
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン

の
実
践
な
ど
を
通
し
て
、
医
療
費
適
正
化
へ
の
ご
協
力
を

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

令
和
８
年
度

予
算
の
お
知
ら
せ

健
康
の
保
持
・
増
進
の
た
め
の

効
果
的
な
保
健
事
業
を
推
進
し
ま
す

（男性5,425人、女性5,290人）

（男性41.46歳、女性36.43歳）

（事業主 48.980／1,000、被保険者 48.980／1,000）

（事業主 9.600／1,000、被保険者 8.250／1,000）

（事業主　1.15／1,000、被保険者　1.15／1,000）
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100000

120000

介護保険料
456,523千円

介護納付金
452,520千円

保険給付費
（50.0％）

納付金
（37.1％）

保険料
（97.9％）

収　入 支　出

調整保険料
（1.3％）

その他
（0.8％）

その他
（1.4％）

予備費（6.3％）

事務費
（1.6％）

保健事業費（3.6％）

収入合計
456,543千円

支出合計
456,543千円

子ども・子育て
支援金

116,964千円

子ども・子育て
支援納付金
112,860千円

収入合計
117,096千円

支出合計
117,096千円

雑収入
20千円

雑収入
132千円

予備費
3,923千円 予備費

4,136千円

還付金
100千円

還付金
100千円

収　　　入（千円）
保 険 料 5,282,373
基 本 保 険 料 3,290,417
特 定 保 険 料 1,991,956

国 庫 負 担 金 収 入 1,362
そ の 他 1
調 整 保 険 料 71,103
国 庫 補 助 金 収 入 803
出 産 育 児 交 付 金 6,860
財政調整事業交付金 21,312
雑 収 入 8,305
合　　　　計 5,392,119

支　　　出（千円）
事 務 費 86,010
保 険 給 付 費 2,695,496
法 定 給 付 費 2,695,496

納 付 金 1,998,602
前期高齢者納付金 717,300
後期高齢者支援金 1,281,300
そ の 他 2

保 健 事 業 費 195,943
還 付 金 1,300
営 繕 費 1,000
財政調整事業拠出金 71,103
連 合 会 費 2,556
雑 支 出 510
予 備 費 339,599
合　　　　計 5,392,119
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保険料　毎月の給与とボーナスか
ら納めていただく健保組合の主要財
源です。「基本保険料」は皆さまの
医療費などに使われ、「特定保険料」
は高齢者の医療費を支えるために使
われます。

健康保険分

介護保険分

令和８年度　収入支出予算概要

収入と支出の割合

納付金　65歳～74歳の人が対象
の前期高齢者医療制度への納付金と
75歳以上の人が対象の後期高齢者
医療に対する支援金などです。

保険給付費　医療費の給付や出産、
死亡時の手当金の給付などをするた
めの費用です。

経常収入合計 5,299,701千円 − 経常支出合計 4,979,617千円 ＝ 経常収支差引額 320,084千円

子ども・子育て支援金分

Point!

Point!
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被扶養者の認定基準が
変わります

健康保険の被扶養者となるには健康保険組合の認定基準を満たすことが必要ですが、
年収についての認定基準に2つの変更点があります。

令和7年
10月1日より

新ルールが始まります

年収要件が、130万円未満から150万円未満に引き上げと
なりました。

19歳以上23歳未満の被扶養者（被保険者の配偶者を除く）。 
学生・学生以外のどちらも対象となります。

【例】扶養認定を受ける方がN年11月に19歳の誕生日を迎える場合には、N年における年収要件は150万円未満となります。

19歳以上23歳未満の方の
被扶養者認定の際の年収要件が

変更されました

被扶養者の認定後、当初見
込んでいなかった臨時収入
により、結果的に年収が基
準額を超えてしまった場合
でも、社会通念上妥当であ
る範囲にとどまる場合は、被
扶養者の認定が取り消され
ることはありません。

対象となるご家族を被扶養
者にするときは、｢被扶養者
（異動）届」に必要事項を記
入し、必要な書類を添えて、
速やかに事業所経由で当健
保組合へ提出してください。
※ 当健保組合による認定が
必要となります。

「労働条件通知書」などに記載された時給・労働時間・日数・通勤手当 
などから見込まれる年収によって判定されます。
労働契約に明確な規定のない時間外労働に関する賃金などは、 
原則として年収には含まないこととなります。

収入が給与収入のみの被扶養者の方
※年金や失業給付金など給与収入以外の収入のある方は対象外となります。

※労働契約内容が確認できる書類がない場合は、従来の方法により年収を判定することとなります。

被扶養者認定の際の年収の判定方法が変わります

対象者

対象者

変更点

変更点

扶養認定
対象者

18歳 19歳 20歳 21歳 22歳 23歳

N－1年 N＋1年 N＋3年N年 N＋2年 N＋4年

130万円未満 130万円未満150万円未満

令和8年
4月1日より

従来 令和8年4月1日以降

【判定方法】
過去や現在の収入、または 
将来の収入見込みなど
から、今後年間の収入
見込みを判定
【提出書類】
収入証明書や 
課税（非課税）証明書など

【判定方法】
労働条件通知書などの労働契約内容が確認できる
書類の記載内容から見込まれる年収によって判定
【提出書類】
●  労働契約内容が確認できる書類 
（労働条件通知書や雇用契約書など）
●  認定対象者の「給与収入のみである」旨の申立書

被扶養者に変更があった場合は、「被扶養者（異動）届」に必要な書類を添付して、速やかに事業所を経由して当健保組合へ提出してください。

※詳しくは、日本年金機構のHPをご確認ください。　　https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2025/202508/0819.html

年齢要件は、扶養認定日が属する年の12月31日時点の年齢で判定します。
なお、民法準用により、年齢は誕生日の前日において加算するため、
誕生日が1月1日の方は12月31日に年齢が加算されることになります。

（被扶養者資格の確認調査）
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